
 

 

 

 

 

 

 

 

【提案・要望先】外務省、環境省 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｇ７閣僚会合の滋賀県開催 

 ２０２３年に日本開催が予定されているＧ７閣僚会合について、特に環境大臣会合

が開催される場合には、滋賀県で開催していただきたい。 

○ 本県は、琵琶湖の環境保全などで培ってきた県民の高い環境意識と行動力が根付

いており、現在も、環境と経済・社会活動をつなぐ健全な循環の構築に向け、琵琶湖

版ＳＤＧｓであるＭＬＧｓの策定など、県民、企業・事業者、ＮＰＯ等と行政がとも

に取組を進めているところ。 

○ 一方、世界規模での気候変動が大きな課題となる中、本県においても琵琶湖の全

層循環の未完了など地球温暖化の影響による新たな課題に直面しており、こうした

危機感を共有しつつ、本県においても２０５０年までの温室効果ガス排出量実質ゼ

ロを目指して、県民総ぐるみで取組を進めていくこととしている。 

○ 多様な主体の連携のもと環境保全施策に取り組む本県は、環境大臣会合を開催す

るに相応しい地であり、本県で環境大臣会合を開催することで、環境分野における日

本の評価を高めることにも繋がると考える。 

○ ２０００年のＧ８環境大臣会合の開催地という実績もあり、県、大津市、経済団体

などが連携して、全面的に協力する所存であるため、閣僚会合、特に環境大臣会合を

滋賀の地で開催されるようお願いする。 

２０２３年Ｇ７閣僚会合の滋賀県開催  

○ ２０２３年に日本開催が予定されているＧ７閣僚会合を滋賀県で開催すること 

○ 環境大臣会合が開催される場合は、同会合の滋賀県開催を希望 

 

１．提案・要望内容 

２．提案・要望の理由 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 琵琶湖保全・再生の取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
(2) ２０５０年ＣＯ２ネットゼロに向けた取組 

○ ２０５０年までの温室効果ガス排出量実質ゼロを目指し、２０２０年１月、これを

県民運動として取組を進める「しがＣＯ２ネットゼロムーブメント」のキックオフ

を宣言。「滋賀県ＣＯ２ネットゼロ社会づくりの推進に関する条例」（2022 年 3 月改

正）でも２０５０年ＣＯ２ネットゼロの目標を明記。また、「滋賀県ＣＯ２ネットゼロ

社会づくり推進計画」（2022 年 3 月策定）では、２０３０年の温室効果ガス排出量

を２０１３年度比で「５０％削減」という野心的な中期目標を設定。 

○ 気候変動による影響に適切に対応しつつ、健全で質の高い環境の確保、県民生活

の向上および経済の健全な発展を図りながら持続的に発展することができる 

「ＣＯ２ネットゼロ社会」の実現に向けて取組を進めている。 
 
(3) 国際会議の開催に適した「コンベンションストリート」 

○ 大津港周辺の琵琶湖岸にはコンベン 

ション施設や宿泊施設といったインフ 

ラが集積しており国際会議に最適。 

○ 琵琶湖を望む抜群のロケーションで 

 各国閣僚に日本の豊かな自然を体感し 

 ていただくことが可能。 

（本県の取組状況と課題） 

担当：総合企画部  企画調整課 企画第一係 TEL 077－528－3313 

   琵琶湖環境部 環境政策課 企画調整係 TEL 077－528－3354 

図．琵琶湖北湖 湖底の貧酸素状態 

 

全層循環の 
未完了で 
最大時 

北湖湖底の 
1／4 が 

貧酸素 
状態に！ 

→底生生物に 
大きな影響 

マザーレイクゴールズ(ＭＬＧs）１３のゴール

貧酸素状態 

底層ＤＯが２mg/L 未満 

無酸素状態 

底層ＤＯが０.５mg/L 未満 
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